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調査結果の概要

日本医労連は、２０２４年１０月を集中月間とし、長時
間労働の是正と不払い労働の根絶を目的に、全国一
斉の「不払い労働一掃・退勤時間調査」を実施しま
した。
この調査は、総対話型の組織拡大行動としても位

置づけられ、組合加入につなげる取り組みとして行
ってきました。そのため、調査の実施時間は日勤終
了後の２～３時間程度とし、主に日勤者を対象に聞
き取りを行いました。
現在も医療・介護現場では、長時間労働や不払い

まんえん

労働が蔓延しており、安心して働き続けられる労働
環境づくりのためには、こうした状況の是正が急務
です。私たちは今後も、労働環境の改善に向けた取
り組みを進めていきます。

○実施期間 ２０２４年９月から２０２５年２月末まで
の６カ月間（１０月を取り組み集中月間に設定）

○対 象 者 加盟組合の組合員、職場の労働者
○集 約 数 ８４単組支部１４，３４８人（２０２３年：９０
単組支部１７，３６０人）

有効回答数 １４，３４８人（１７，２５１人）

（１）年間の未払い賃金は１人当たり約８１万１，０００
円、ひと月当たりは６万７，０００円超え
調査結果から始業時間前・終業時間後の時間外労

働・休憩時間未取得による未払賃金を試算すると、
年間１人当たり８１１，００８円（８０６，４０４円）も発生して
いた。
ひと月１人当たりは６７，５８４円（６７，２００円）。内訳

は、始業時間前および終業時間後の時間外労働より
発生した分が５１，９８８円（５１，６９３円）、休憩未取得に
より発生した時間外労働分が１５，５９６円（１５，５０８円）
だった。
一部しか請求をしていない回答者は含まれていな
いため、実際の対象者や未払賃金はさらに多くな
る。

（２）所定労働時間を超えて時間外労働をした人が
回答者の７割強。昨年から５．２ポイント減少したも
のの全体の４割が始業時間前も終業時間後も時間外
労働を強いられていた
調査日に時間外労働を行った人は１０，７２２人・

７４．７％（１３，０５７人・７５．７％）。始業時間前のみ２，９４０
人・２０．５％（３，１６６人・１８．３％）、終業時間後のみ
１，８８０人・１３．１％（１，８９２人・１０．９％）と昨年からい
ずれも２．２ポイント増加した。始業時間前と終業時
間後の両方５，９０２人・４１．１％（７，９９９人・４６．３％）で
は５．２ポイント減少した。

（３）始業時間前の時間外労働の発生は約６割。
看護師で約７割、医師・リハで約６割
始業時間前に時間外労働が発生した人は、８，８４２
人・６１．６％（１１，５８４人・６７．１％）と昨年から５．５ポ
イント減少した。
職業別では、「看護師」５，３３２人・７２．０％（６，８８７

人・７８．７％）の割合が最も高く、次いで「リハビリ
技師」９１３人・６２．４％（１，１５６人・６７．８％）、「医師」
１１７人・５９．４％（８３人・６０．６％）だった。

（４）新人にあたる「２４歳以下」で始業時間前の時
間外労働の発生は７割強。「６０歳以上」では約５割
始業時間前に時間外労働が発生した人を年齢別に
みると、「２４歳以下」は、１，０８７人・７３．３％（１，５０１
人・７９．１％）と５．８ポイントの減少、「２５～２９歳」１，２７３
人・６６．８％（１，６９３人・７１．６％）と４．８ポイント減少、
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調査結果の詳細

図表１ 今日の始業前時間外労働は
どれくらいでしたか？

「60歳以上」は、476人・48．8％（523人・52．3％）
と3．5ポイント減少した。

（５）終業時間後の時間外労働の発生は５割強。医
師は約７割、リハビリ技師は６割強
終業時間後に時間外労働が発生した人は、７，７８２
人・５４．２％（９，９９５人・５７．９％）と３．７ポイント減少
した。
職種別では、昨年２．１ポイント増加した「医師」

は、１３８人・７０．１％（９１人・６６．４％）と今年は３．７ポ
イント増加、次いで「リハビリ技師」は９５５人・６５．３％
（１，１９３人・７０．０％）と４．７ポイント減少した。
時間数で見ると「１時間以上」３，０４９人・２１．３％
（３，８５５人・２２．３％）、「２時間以上」８４８人・５．９％
（１，１２１人・６．５％）、「３時間以上」２４４人・１．７％
（２９９人・１．７％）だった。

１）職種
調査職種における労働者数は１４，３４８人（１７，２５１

人）。職種は、「看護職員」が７，４０７人・５１．６％（８，７５２
人・５０．７％）と最も多く、次いで「医療技術職（リ
ハ以外）」が１，４９５人・１０．４％（２，０６１人・１１．９％）、
「リハ（ＯＴ・ＰＴ・ＳＴ等）」１，４６３人・１０．２％
（１，７０４人・９．９％）、「事務」１，３０５人・９．１％（１，７９３
人・１０．４％）、「介護職」１，２６６人・８．８％（１，４０３人
・８．１％）、「医師」１９７人・１．４％（１３７人・０．８％）
の順だった。
（注：２０２１年より職種に「事務」を追加）

２）年齢
年齢分布は、「４０代」が３，８１６人・２６．６％（４，５４０

人・２６．３％）と最も多く、次いで「３０代」が３，２４２
人・２２．６％（４，１１３人・２３．８％）、「５０代」２，７８３人・
１９．４％」（３，３１０人・１９．２％）、「２５～２９歳」１，９０７人
・１３．３％（２，３６６人・１３．７％）、「２４歳以下」１，４８３人
・１０．３％（１，８９８人・１１．０％）、「６０歳以上」９７５人・
６．８％（１，０００人・５．８％）の順だった。
（注：２０２１年より「５０代」と「６０歳以上」に分けた）

３）今日の勤務はなんでしたか？
調査日の勤務について、「日勤」が７９．６％（７９．５％）

で最も多く、「その他」１１．４％（１１．７％）、「早出日
勤」４．２％（４．８％）、「遅出日勤」３．６％（３．７％）だ
った。
職種別に見ると、日勤は「医師」の９３．４％（９５．６％）、

「看護職員」の７９．４％（７７．７％）だった。

４）今日の始業前時間外労働はどれくらいでしたか
？
始業時間前「なし」４，５６２人（５，３６２人）
調査日の時間外労働について、始業時間前「なし」
は３１．８％（３１．１％）だった（図表１）。
始業時間前「あり」８，８４２人（１１，５８４人）
始業時間前「３０分未満」３９．８％（３９．７％）、「３０分
以上６０分未満」１７．６％（２３．１％）、「６０分以上１２０分
未満」３．３％（４．１％）、「１２０分以上１８０分未満」０．２％
（０．２％）、「１８０分以上」０．８％（０．１％）だった。始
業時間前１時間以上は４．２％（４．４％）と０．２ポイン
トの減少となり、３時間以上は０．７ポイント増加し
た。

職種別に見ると、始業時間前「あり」は、「看護
職員」７２．０％（７８．７％）と６．７ポイント減少、「リハ」
６２．４％（６７．８％）と５．４ポイント減少、「医師」は５９．４
％（６０．６％）と１．２ポイント減少、「介護職員」５２．２％
（５７．９％）と５．７ポイント減少、「医療技術職」５１．３％
（５５．３％）と４．０ポイント減少、「事務」４５．０％（４８．０
％）と３ポイント減少した（図表２）。また、１時間
以上は「医師」が最も多く１２．７％（１４．６％）、次い
で「看護職員」４．８％（６．１％）、「リハ」４．６％（２．８
％）、「医療技術職」３．３％（２．７％）、「事務」３．８％
（３．０％）「介護職員」２．２％（２．８％）だった。

調査報告

医療労働 ２５



図表２ 始業時間前時間外労働（職種別）

図表３ 始業時間前時間外労働（年齢別）

図表４ 始業前時間外労働の請求

図表５ 終業時間後の時間外労働

年齢別にみると、始業時間前「あり」は、「２４歳
以下」７３．３％（７９．１％）、「２５～２９歳」６６．８％（７１．６％）、
「３０代」６１．７％（６６．０％）、「４０代」６０．９％（６７．３％）、
「５０代」６０．４％（６３．０％）、「６０歳以上」４８．８％（５２．３％）
だった（図表３）。

５）始業前時間外労働は請求していますか？
始業前時間外労働の請求について、「していな

い」は７３．９％（７９．７％）と５．８ポイント減少、「全額
請求している」は１７．６％（１２．９％）と４．７ポイント
増加、「一部している」は４．０％（４．４％）だった
（図表４）。昨年と比較し改善はみられるものの、
回答者の７割超が未払賃金を請求していなかった。

６）今日の終業時間後、どれくらい残業しましたか
？
終業時間後「なし」５，２４４人（６，５０４人）
調査日の時間外労働について、終業時間後「な
し」は３６．５％（３７．７％）だった。
終業時間後「あり」７，７８２人（９，９９５人）
終業時間後「３０分未満」１６．９％（１７．７％）、「３０分
以上６０分未満」１６．１％（１７．９％）、「６０分以上１２０分
未満」１５．３％（１５．８％）、「１２０分以上１８０分未満」４．２％
（４．８％）、「１８０分以上」１．７％（１．７％）だった（図
表５）。終業時間後１時間以上は２１．３％（２２．３％）
と１．０ポイントの減少となり、２時間以上は５．９％
（6．5％）と0．6ポイントの減少だった。

職種別に見ると、終業時間後「あり」は「医師」
７０．１％（６６．４％）と３．７ポイント増加、「リハ」６５．３％
（７０．０％）と４．７ポイント減少、「看護職員」６１．２％
（６５．９％）、「事務」４８．２％（５１．７％）、「医療技術
職」４０．８％（４３．４％）だった。２時間以上は「医師」
１４．２％（９．５％）と４．７ポイント増加、「事務」は７．３％
（８．８％）、「看護職員」は６．７％（８．１％）だった。
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図表６ 終業時間後の残業の請求

図表７ 終業時間後の残業代を全額
請求している割合

図表８ 残業代を請求しない理由

図表９ 請求できない雰囲気がある（年齢別）

７）終業時間後の残業は請求していますか？
終業後時間外労働の請求について、「全額請求し
ている」は４７．１％（４４．６％）と０．５ポイント増加し、
「していない」は２５．１％（２７．２％）と２．１ポイント
減少、「一部している」は２２．９％（２４．８％）と１．９ポ
イント減少した（図表６）。昨年に比べわずかに改
善がみられるものの、回答者の半数以上が未払い賃
金を請求していなかった。
年齢別に見ると、「全額請求している」は「３０
代」５１．０％（４６．７％）、「２５～２９歳」５０．９％（４８．１％）、
「２４歳以下」４９．４％（４３．７％）の順だった。

８）残業代未請求の理由は何ですか？
始業時間前・終業時間後の未払賃金が請求できな

かった理由については、「自己判断であえて請求し
ていない」３５．４％、「上司・同僚など請求できない
職場の雰囲気がある」１３．６％、「請求が可能である
ことを知らなかった」４．９％、「請求できないシステ
ムがある」４．１％、「上司・同僚などから請求しない
ように指示されている」２．０％だった（図表８）。
（注：２０２４年より選択肢を変更）

職種別に見ると、「上司・同僚など請求できない
職場の雰囲気がある」は、「看護職員」１７．９％で最
も多く、次いで「リハ」１２．０％、「介護職員」９．８％
の順だった。
年齢分布では、「上司・同僚など請求できない職
場の雰囲気がある」は、「２４歳以下」１８．１％で最も
多く、次いで「２５～２９歳」１７．０％、「４０代」１４．０％
の順だった（図表９）。
（注：２０２４年より選択肢を変更）

９）請求した超勤手当は支払われていますか？ 残
業代の不払いが法律違反であることを知っています
か？
超過勤務手当の支払いについて、「きちんと支払
われている」は８９．２％（８９．０％）、「一部だけ支払わ
れている」４．６％（５．３％）、「請求しても払われな
い」０．７％（０．７％）だった。
未払賃金について、法律違反を「知っている」

８８．２％、「知らない」１０．９％（１１．６％）だった（図
表１０）。
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図表１０ 残業代の不払いは法律違反と
知っていますか？

未払賃金の試算

請求していない時間 人数（人） 総時間数(分)

３０分未満 ５，０４８ ６３，２９３

３０分以上６０分未満 ２，２０８ ７４，４６３

６０分以上１２０分未満 ３４７ ２２，８８６

１２０分以上１８０分未満 １２ １，３７０

１８０分以上 ８０ ５，２９５

合計 ７，６９５ １６７，３０７

図表１１ 始業時間前の時間外労働を
請求していない時間

１０）今日の休憩時間はどの程度取れましたか？
調査日の休憩時間について、取得率「７６～１００％」
は６６．１％（６９．４％）だった。
職種別に見ると、取得率「７６～１００％」は「医療
技術職」８０．７％ （８３．８％ ）、「介護職員」７６．２％
（７７．２％）、事務７６．２％（７８．４％）、「看護職員」６３．４％
（６５．７％）、「リハ」５６．４％（５６．５％）、「医師」が３８．６％
（４３．８％）だった。
取得率「０．０％」の回答は、「医師」１２．５％（５．１％）、

「看護職員」０．６％（０．９％）だった。

調査結果から、始業時間前・終業時間後の時間外
労働・休憩時間未取得による未払賃金を試算した。

（１）始業時間前の時間外労働の未払賃金

始業時間前の時間外労働の請求について、「して
いない」と回答した10，603人（13，753人）のう
ち、時間外の労働時間を回答した7，695人（10，309

人）の時間外労働時間の合計は167，307分（246，474
分）（図表１１）。厚生労働省「令和５年賃金構造基本
統計調査」を用いて未払賃金を算出すると、１人当
たり20，795円（20，677円）だった。
請求を一部しかしていない回答者581人（752人）
は含まれていないため、実際の対象者や未払賃金は
さらに多くなる。

①回答者１０，６０３人（１０，３０９人）の時間外労働時間
１６７，３０７分（２４６，４７４分）から１人当たりの時間外労
働時間を算出すると２１．７４分（２３．９１分）。
（注：小数点以下第３位で切り捨て）

②月平均所定労働日数を２０日とし、月平均の時間外
労働時間を算出すると、４３５分：７時間１５分（４７８
分：７時間５８分）。
（注１：月平均所定労働日数は、３６５日から年間休
日（土曜５２日、日曜５２日、祝日１６日、年末年始休５
日、夏季休暇３日）を除いた年間所定労働日数２３７
日を１２カ月で割って算出。少数点以下四捨五入）
（注２：小数点以下切り捨て）

③厚生労働省「令和５年賃金構造基本統計調査」に
よる「医療業」の「所定内給与月額」３３４，８００円
（３３２，９００円）、「所定内実労働時間」１６１時間（１６１
時間）から１時間当たりの基礎賃金を算出すると
２，０８０円（２，０６８円）。時間外労働の割増賃金率を２５％
とし、１時間当たりの時間外割増賃金を算出すると
２，５９９円（２，５８５円）。未払賃金は、１人当たり２０，７９５
円（２０，６７７円）。
（注１：厚生労働省「提供分類１：令和４年賃金構
造基本統計調査、提供分類２：一般労働者、提供分
類３：産業中分類（Ｐ．８３医療業）『第１表 年齢階
級別きまって支給する現金給与額、所定内給与額及
び年間賞与その他特別給与額』」企業規模計（１０人
以上）より）
（注２：５０銭未満を切り捨て、５０銭以上を切り上げ）
（注３：月の時間外労働の合計３０分未満を切り捨
て、３０分以上を切り上げて計算）

２８ 医療労働



請求していない時間 人数（人） 総時間数(分)

３０分未満 １，１３６ １４，１５０

３０分以上６０分未満 ６０５ ２０，６３２

６０分以上１２０分未満 ３６０ ２５，４５９

１２０分以上１８０分未満 ９２ １１，６４６

１８０分以上 ２３ ４，３２２

合計 ２，２１６ ７６，２０９

図表１２ 終業時間後の時間外労働を
請求していない時間

休憩取得 人数（人） 総時間数（分）

１分～１５分 ７７ ７０１

１６分～３０分 ３７７ １０，３３５

３１分～４５分 ５４２ ２２，４４０

４６分～６０分 ５６４ ２９，２６７

６１分以上 ７２ ６，８１０

合計 １，６３２ ６９，５５３

図表１３ 休憩時間未取得の不払い賃金試算

（２）終業時間後の時間外労働の未払賃金
終業後時間外労働の請求について、「していな

い」と回答した３，５９９人（４，６９４人）のうち、時間外
の労働時間を回答した２，２１６人（２，９７７人）の時間外
労働時間の合計は７６，２０９分（１０４，４８３分）（図表１２）。
厚生労働省「令和５年賃金構造基本統計調査」を用
いて未払賃金を算出すると、１人当たり３１，１９３円
（３１，０１６円）だった。
請求を一部しかしていない回答者３，２８４人（４，２８２

人）は含まれていないため、実際の対象者や未払賃
金はさらに多くなる。

① 回答者２，２１６人（２，９７７人）の時間外労働時間
７６，２０９分（１０４，４８３分）から１人当たりの時間外労
働時間を算出すると３４．３９分（３５．１０分）。
（注：小数点以下第３位で切り捨て）

② 始業前の未払賃金の試算と同様に、月平均所定
労働日数を２０日とし、月平均の時間外労働時間を算
出すると、６８８分：１１時間４２分（７０２分：１１時間４２
分）。
（注：小数点以下切り捨て）

③ 始業前の未払賃金の試算と同様に、厚生労働省
「令和５年賃金構造基本統計調査」から１時間当た
りの時間外割増賃金を算出し2，599円（2，585円）
とした。未払賃金は、1人当たり31，193円（31，016
円）。
（注１：50銭未満を切り捨て、50銭以上を切り上げ）
（注２：月の時間外労働の合計を30分未満切り捨
て、30分以上を切り上げて計算）

休憩時間未取得による未払い賃金

調査日の休憩時間について、取得率「１００％未
満」と回答した５，９１２人（７，７２１人）のうち、始業前
・終業後の時間外労働の請求を共に「していない」
と回答した１，６３２人（２，１６０人）を対象に未払賃金を
算出すると、１人当たり１５，５９６円（１５，５０８円）だっ
た。

① 休憩時間「１００％未満」かつ始業前・終業後の
時間外労働の請求を「していない」１，６３２人（２，１６０
人）の休憩時間の合計は１５，５０８分（１５，３２４分）。そ
のうち取得時間の合計は６９，５５３分（８９，９２１分）だっ
た（図表１３）。休憩未取得により発生した時間外労
働時間の合計３２，５７７分（４０，４８１分）から１人当たり
の時間外労働時間を算出すると１９．９４分（１８．７５分）
だった。
（注：小数点以下第３位で切り捨て）

② 月平均所定労働日数を２０日とし、月平均の時間
外労働時間を算出すると、３９９分：６時間３９分（３７５
分：６時間１５分）。
（注：小数点以下切り捨て）

③ 始業前の未払賃金の試算と同様に、厚生労働省
「令和５年賃金構造基本統計調査」から１時間当た
りの時間外割増賃金を算出し２，５９９円（２，５８５円）と
した。未払賃金は、１人当たり１５，５９６円（１５，５０８
円）。
（注１：５０銭未満を切り捨て、５０銭以上を切り上げ）
（注２：月の時間外労働の合計を30分未満切り捨
て、30分以上を切り上げて計算）

１カ月の未払賃金
１カ月の未払賃金は、始業前時間外労働20，795

調査報告
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調査結果に基づいて

円（20，677円）と終業後時間外労働31，193円（31，
016円）を合わせ、１人当たり51，988円（51，693
円）だった。
休憩未取得により発生した時間外労働15，596円
（15，508円）を加味すると、１人当たり67，584円
（67，200円）だった。

２０１９年４月施行の改定労働基準法により、時間外
労働の上限規制として「月４５時間・年３６０時間」が
明記されたが、始業時間前は昨年同様の結果、終業
時間後は１．１ポイント増加し、時間外労働の常態化
は依然として改善されていない。当然ながら、違反
には罰則が課せられる。
職種別の状況を見ると、始業時間前「看護師」

６．７ポイント減少、「医師」１．２ポイント減少した
が、昨年３．１ポイント増加した「リハビリ技師」は
今年は５．４ポイント減少した。終業時間後で
は、「リハビリ技師」４．７ポイント減少、「看
護師」４．７ポイント減少、昨年２．０ポイント増
加した「医師」は３．７ポイント増加した。
上限越えにつながる２時間以上の時間外労

働が約１割あり、働き続けられる労働環境づ
くりのためにも、引き続き是正が必要であ
る。
時間外労働の請求を始業時間前「全くして

いない」は約７割だった。終業時間後「全く
していない」は２割強で、全世代で約２．０ポ
イントずつ減少していた。「請求できない雰
囲気がある」は１割超で１，９４９人だった。
時間外労働の請求ができない実態に加え、
「請求しても払われない」が１０２人いた。明
らかな違法行為が存在し、不払い労働根絶に
向けた手だてが必要である。未払賃金につい
て、前年度に続き１割の労働者が未払賃金は
「法律違反」との認識を持っておらず、使用
者の労働時間管理責任が問われる一方で、労
働者自身の学習・教育の推進、時間外労働の
請求・支払いは当たり前の職場づくり、請求
方法の明確化、透明性など労働組合として時
間外労働の短縮、適切な取り扱いへ向けた取
り組み強化が求められる。

一方で、今後の調査課題として、時間外労働の請
求状況を尋ねた際、請求を「していない」と答えた
中には、非正規職員や育児短時間勤務者など、時間
外労働自体が発生していないケースも含まれている
可能性があるため、基礎項目に正規・非正規職員の
区分設問の設定が必要である。また、月単位と思わ
れる回答も見受けられた。
さらに、時間外労働の請求について、「その他」

さん

に「自己研鑽」や「委員会の業務」との回答が寄せ
られ、それらは「自己判断」に振り分けている。ま
た、複数回答もあり、その場合も「その他」に振り
分けているなど設問の見直しが必要である。
医療・介護現場では、慢性的な人手不足に加え、
長時間夜勤と夜勤回数の制限に対する法的規制がな
いことも原因となり、時間外労働の常態化、長時間
過重労働の蔓延が推察できる。日本医労連は、使用
者の労働時間管理の徹底と適正な運用、行政による
監督監査の強化、長時間労働や夜勤回数、短すぎる
勤務間隔を規制する法整備の改善を求めていく。

３０ 医療労働
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